
 

 

コンプレッション制度の機能向上等に伴う 

「金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書」等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社は、金利スワップ取引に係る清算業務に関し、債務負担済取引の残高圧縮機能（コンプレッ

ション機能）について、より高い利便性を提供するため、当社が解約内容等を提案する方式でのコ

ンプレッション機能（以下「ＪＳＣＣ提案型コンプレッション」という。）を導入するとともに、

当社の清算参加者等の利便性の向上を図るため、ＴＩＢＯＲ取引に係る残存期間を拡大し、また、

円建て金利スワップの前後スタブ付取引を清算対象とするため、金利スワップ取引清算業務に関す

る業務方法書等について、別紙のとおり、所要の改正を行う。 

また、当社は、ＦＭＩ原則の追加ガイダンスを踏まえたリスク管理制度見直しの一環として、金

利スワップ取引に係る清算基金所要額の算出頻度を現行の週次から日次に変更するため、金利スワ

ップ清算基金所要額に関する規則について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．ＪＳＣＣ提案型コンプレッション 

（１）．申込み等 

・ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの利用を希望する清算参加者は、

当社に対して、事前に利用に係る意思表示を行ったうえで、ＪＳ

ＣＣ提案型コンプレッションの対象取引を選定し当社に申込みを

行い又は必要に応じて撤回を行う。 

 

 

 

 

 

 

（２）．コンプレッションの実施等 

・当社は、清算参加者から申込みを受けた対象取引等に基づき、Ｊ

ＳＣＣ提案型コンプレッションにより終了する清算約定及び新た

に成立する清算約定の内容について、清算参加者に対して提示す

る。 

・清算参加者は、ＪＳＣＣ提案型コンプレッション実施日の前当社

営業日に提示される提案内容を確認の上、ＪＳＣＣ提案型コンプ

レッションへの参加に係る承諾を当社に行う。 

・ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの申込みを行ったすべての清算

参加者から当社に対して当該承諾がなされた場合、当社は、証拠

金預託額の十分性等のＪＳＣＣ提案型コンプレッション成立要件

を充足していることを確認したうえで、ＪＳＣＣ提案型コンプレ

ッションを成立させる。 

（備  考） 

 

 

・金利スワップ取引清算業務

に関する業務方法書（以下

「ＩＲＳ業務方法書」とい

う。）第５３条の２の４等 

・金利スワップ取引清算業務

に関する業務方法書の取

扱い（以下「ＩＲＳ業務方

法書の取扱い」という。）

第３０条の４の２等 

 

 

・ＩＲＳ業務方法書第５３条

の２の４等 

・ＩＲＳ業務方法書の取扱い

第３０条の４の２等 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

・ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの成立により、取引の一部を満

期到来前に解約するとともに、新規の清算約定（担保型）を成立

させる。 

・ＪＳＣＣ提案型コンプレッションに係る解約手数料は、コンプレ

ッション成立日の翌々当社営業日に、当社と該当する清算参加者

との間で授受する。 

 

（３）．清算委託者が行う清算約定（委託分）に関する申込み等 

・清算委託者は、清算参加者に対してＪＳＣＣ提案型コンプレッシ

ョンへの利用に係る意思表示、対象取引の申込み、当該申込みの

撤回、又は承諾に係る指図を行うものとする。 

・清算参加者は、当該指図に基づき、当社に対して清算委託者の利

用に係る意思表示等を行うものとする。 

 

（４）．コンプレッション手数料 

・清算参加者又は清算委託者ごとに、ＪＳＣＣ提案型コンプレッシ

ョンにより解約された取引の件数から新規に成立する清算約定の

件数を削減した件数１件につき、以下のとおりの金額とする。 

 

対象件数 適用手数料 

（１件あたり） 

２，５００件以内 ６，０００円 

２，５０１件以上５，０００件以内 ３，６００円 

５，００１件以上 １，２００円 

 

・各段階の対象件数部分に対して、その段階の手数料が適用される。

（対象件数の計算は、１計算年度（４月から翌年３月まで）ごと

に実施する。） 

・株主清算参加者及びそのアフィリエイトにあっては、上記の料金

について、コンプレッション手数料の年度上限額を適用する。 

 

 

 

２．円建て金利スワップの清算対象の拡大 

・日本円ＴＩＢＯＲ（Ｄ－ＴＩＢＯＲ）の清算対象取引に係る残存

期間を２０年まで拡大し、ユーロ円ＴＩＢＯＲ（Ｚ－ＴＩＢＯＲ）

の清算対象取引に係る残存期間を３０年まで拡大する。 

・円建て金利スワップの前後スタブ付取引について、清算対象とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＩＲＳ業務方法書第５７条

の５等 

・ＩＲＳ業務方法書の取扱い

第３０条の４の２等 

 

 

 

・金利スワップ取引清算業務

に係る手数料に関する規

則第５条等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＩＲＳ業務方法書の取扱い

第９条等 

 

 

 

 

 

 



 

 

３．清算基金の所要額算出期間の見直し 

・金利スワップ取引に係る清算基金所要額の算出頻度を現行の週次

から日次に変更する。 

 

４．その他 

・その他、所要の改正を行う。 

 

・金利スワップ清算基金所要

額に関する規則第２条等 

 

 

Ⅲ．施行日 

２０１８年９月２５日から施行する。 

 

以  上 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語は、

金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び

ＩＳＤＡ定義集において使用される用語の例に

よるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）～（４） （略） 

（４）の２ 「解約手数料」とは、一括コンプレ

ッション、参加者提案型コンプレッション又は

ＪＳＣＣ提案型コンプレッションにより清算

約定がその終了日前に終了した場合において、

当社と当該清算約定の当事者である清算参加

者との間で授受される金銭をいう。 

（４）の３～（７２） （略） 

（７２）の２ 「ＪＳＣＣ提案型コンプレッショ

ン」とは、第５３条の２の４の規定に基づき、

当社が定める方法により、二以上の清算参加者

又は清算委託者に係る清算約定についてコン

プレッションを行うことをいう。 

（７３） （略） 

２・３ （略） 

 

（清算約定のＪＳＣＣ提案型コンプレッション） 

第５３条の２の４ 清算参加者は、清算約定につい

てＪＳＣＣ提案型コンプレッションを行おうと

する場合には、当社が定めるところにより、あら

かじめ当社にその旨の意思表示をするものとす

る。 

２ 前項に規定する意思表示を行った清算参加者

は、ＪＳＣＣ提案型コンプレッションを行おうと

する清算約定について、当社が定める方法により

申込みを行う。 

３ 当社は、前項の規定によりＪＳＣＣ提案型コン

プレッションの申込みを受けた場合、当該申込み

内容に基づき当社が提案するコンプレッション

により終了する清算約定及び新たに成立する清

（定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語は、

金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び

ＩＳＤＡ定義集において使用される用語の例に

よるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）～（４） （略） 

（４）の２ 「解約手数料」とは、一括コンプレ

ッション又は参加者提案型コンプレッション

により清算約定がその終了日前に終了した場

合において、当社と当該清算約定の当事者であ

る清算参加者との間で授受される金銭をいう。 

 

（４）の３～（７２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

（７３） （略） 

２・３ （略） 

 

 

（新設） 
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算約定の内容を、当該清算約定の当事者である清

算参加者に対して通知する。 

４ 当社は、前項に規定する提案内容について、第

２項に規定するＪＳＣＣ提案型コンプレッショ

ンの申込みを行ったすべての清算参加者から当

社に対して、当社の定める方法による承諾がなさ

れた場合において、当該申込みに係る清算約定及

びＪＳＣＣ提案型コンプレッションにより新た

に成立する清算約定が当社の定める条件を満た

すこと並びに当該清算参加者がＪＳＣＣ提案型

コンプレッションが成立したと仮定して算出す

る債務負担時所要証拠金の額について当社に預

託又は交付していること（以下これらの事項を

「ＪＳＣＣ提案型コンプレッション成立要件」と

いう。）を当社が定めるところにより確認するも

のとし、ＪＳＣＣ提案型コンプレッション成立要

件を満たしているときは、当社が当該確認を行っ

た時点をもって、当社及び当該清算参加者は、Ｊ

ＳＣＣ提案型コンプレッションの提案内容に従

い清算約定を終了させ、新たな清算約定を、清算

約定（担保型）として成立させる。 

５ 前項の規定により終了した清算約定に基づく

債権債務（当社が定めるものを除く。）は、 将来

に向かって消滅する。 

６ 当社は、第４項に規定するＪＳＣＣ提案型コン

プレッション成立要件の充足の確認を行った時

点で、ＪＳＣＣ提案型コンプレッション成立要件

を満たしていない場合、ＪＳＣＣ提案型コンプレ

ッションを行わないものとする。 

７ 清算参加者は、第２項の規定によるＪＳＣＣ提

案型コンプレッションの申込みについて、当社が

定める方法により、ＪＳＣＣ提案型コンプレッシ

ョンの申込みを撤回することができる。 

８ 第４項の規定により終了した清算約定に係る

当事者は、当社が定めるところにより当社との間

で解約手数料として金銭を授受するものとする。 

９ 前各項に規定するほか、清算約定のＪＳＣＣ提

案型コンプレッションに必要な事項は、当社が定

める。 
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（清算委託者が行う清算約定（委託分）に関するＪ

ＳＣＣ提案型コンプレッションの申込み等） 

第５７条の５ 清算委託者は、清算約定（委託分）

について、ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの利

用に係る意思表示の指図、ＪＳＣＣ提案型コンプ

レッションを行う清算約定（委託分）の申込みの

指図、当該申込みの撤回の指図又はＪＳＣＣ提案

型コンプレッションに係る承諾の指図を行おう

とする場合には、当該清算委託者とその受託清算

参加者との間で定めるところにより、その旨を受

託清算参加者に通知するものとする。 

２ 受託清算参加者は、前項に規定する通知を受領

した場合には、第５３条の２の４第１項、第２項、

第４項又は第７項の規定に従い、当該通知に係る

清算約定（委託分）について当社に対してＪＳＣ

Ｃ提案型コンプレッションの利用に係る意思表

示、ＪＳＣＣ提案型コンプレッションを行う清算

約定（委託分） の申込み、当該申込みの撤回又

はＪＳＣＣ提案型コンプレッションに係る承諾

を行うものとする。 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年９月２５日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社

と清算参加者の間の決済を行うために必要な当

社が設置するシステムの稼働に支障が生じた場

合その他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認める場

合には、平成３０年９月２５日以後の当社が定め

る日から施行する。 

 

 

 

（新設） 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（適格金利スワップ取引の要件） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規

定する当社が定める要件は、次に掲げるすべて

の要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づい

て成立する清算参加者間の金利スワップ取引

及び損失回避取引については、第１号を除くす

べての要件）とする。 

（１）～（８） 略 

（９） 債務負担の申込みの日における終了

日までの期間について、次のａからｄまで

に掲げる金利スワップ取引ごとに、当該ａ

からｄまでに定める期間であること。 

ａ 変動金利としてＡＵＤ－ＢＢＲ－Ｂ

ＢＳＷであるものを対象とする金利ス

ワップ取引 ３日以上３，６６６日以

内 

 

ｂ  変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ

－１７０９７、ＥＵＲ－ＥＵＲＩＢＯ

Ｒ－Ｔｅｌｅｒａｔｅ又はＥＵＲ－Ｅ

ＵＲＩＢＯＲ－Ｒｅｕｔｅｒｓである

ものを対象とする金利スワップ取引 

３日以上７，３１８日以内 

 

 

ｃ  変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ

－ＺＴＩＢＯＲ又はＵＳＤ－ＬＩＢＯ

Ｒ－ＢＢＡであるものを対象とする金

利スワップ取引（当該取引のうち、前

ｂに掲げる取引に該当するものを除

く。） ３日以上１０，９７１日以内 

ｄ （略） 

 

 

（適格金利スワップ取引の要件） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規

定する当社が定める要件は、次に掲げるすべて

の要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づい

て成立する清算参加者間の金利スワップ取引

及び損失回避取引については、第１号を除くす

べての要件）とする。 

（１）～（８） 略 

（９） 債務負担の申込みの日における終了

日までの期間について、次のａからｄまで

に掲げる金利スワップ取引ごとに、当該ａ

からｄまでに定める期間であること。 

ａ 変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ

－１７０９７又はＡＵＤ－ＢＢＲ－Ｂ

ＢＳＷであるものを対象とする金利ス

ワップ取引 ３日以上３，６６６日以

内 

ｂ 変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ

－ＺＴＩＢＯＲ、ＥＵＲ－ＥＵＲＩＢ

ＯＲ－Ｔｅｌｅｒａｔｅ又はＥＵＲ－

ＥＵＲＩＢＯＲ－Ｒｅｕｔｅｒｓであ

るものを対象とする金利スワップ取引

（当該取引のうち、前ａに掲げる取引

に該当するものを除く。） ３日以上

７，３１８日以内 

ｃ 変動金利としてＵＳＤ－ＬＩＢＯＲ

－ＢＢＡであるものを対象とする金利

スワップ取引 ３日以上１０，９７１

日以内 

 

 

ｄ  （略） 
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（損益差金等の授受の申込みの方法等） 

第２９条の２ （略） 

２～３ （略） 

４ 当社は、業務方法書第５１条の２第１項の規

定による損益差金等の授受の申込みについて、

同条第２項の規定による資金決済化要件の充

足の確認を、当該申込みを受けた日の午後４時

（業務方法書第５３条第２項の規定に従い当

社が取引毎コンプレッション要件の充足の確

認を行ったときは、当該確認を行った時点、業

務方法書第５３条の２第２項の規定に従い当

社がクーポン・ブレンディング要件の充足の確

認を行ったときは、当該確認を行った時点、業

務方法書第５３条の２の３第２項の規定に従

い当社が参加者提案型コンプレッション成立

要件の充足の確認を行ったときは、当該確認を

行った時点、業務方法書第５３条の２の４第４

項の規定に従い当社がＪＳＣＣ提案型コンプ

レッション成立要件の充足の確認を行ったと

きは、当該確認を行った時点、業務方法書第５

３条の４第１項、同第５８条の３第１項、同第

５８条の５第１項又は同第５８条の７第１項

の規定に従い当社が清算参加者からの承継又

は移管の申込みを承諾したときは、当該承諾の

時点をいう。）以降速やかに行うものとする。

ただし、午後４時より後の当該申込み（午後５

時３０分から午後７時までの間に新たに自己

取引口座又は委託取引口座に記録された清算

約定について、第２項の規定により当社に対し

て損益差金等の授受の申込みが行われたもの

とみなされる場合を含む。）については、午後

７時以降速やかに当該要件の充足の確認を行

うものとする。 

 

（清算約定のＪＳＣＣ提案型コンプレッション

の申込みの方法等） 

第３０条の４の２ 業務方法書第５３条の２の

４第１項に規定する当社への意思表示は、清算

参加者が、ＪＳＣＣ提案型コンプレッションを

（損益差金等の授受の申込みの方法等） 

第２９条の２ （略） 

２～３ （略） 

４ 当社は、業務方法書第５１条の２第１項の規

定による損益差金等の授受の申込みについて、

同条第２項の規定による資金決済化要件の充

足の確認を、当該申込みを受けた日の午後４時

（業務方法書第５３条第２項の規定に従い当

社が取引毎コンプレッション要件の充足の確

認を行ったときは、当該確認を行った時点、業

務方法書第５３条の２第２項の規定に従い当

社がクーポン・ブレンディング要件の充足の確

認を行ったときは、当該確認を行った時点、業

務方法書第５３条の２の３第２項の規定に従

い当社が参加者提案型コンプレッション成立

要件の充足の確認を行ったときは、当該確認を

行った時点、業務方法書第５３条の４第１項、

同第５８条の３第１項、同第５８条の５第１項

又は同第５８条の７第１項の規定に従い当社

が清算参加者からの承継又は移管の申込みを

承諾したときは、当該承諾の時点をいう。）以

降速やかに行うものとする。ただし、午後４時

より後の当該申込み（午後５時３０分から午後

７時までの間に新たに自己取引口座又は委託

取引口座に記録された清算約定について、第２

項の規定により当社に対して損益差金等の授

受の申込みが行われたものとみなされる場合

を含む。）については、午後７時以降速やかに

当該要件の充足の確認を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 



7 

 

行おうとする清算約定（清算約定（自己分）及

び清算委託者（受託清算参加者と同一の企業集

団に含まれる者に限る。）に係る清算約定（委

託分）とする。）について、当社所定の書面を

当社がその都度指定するときまでに当社に提

出する方法により行うものとする。 

２ 業務方法書第５３条の２の４第２項及び第

７項に規定する当社が定める方法は、ＪＳＣＣ

提案型コンプレッションを行おうとする自己

取引口座又は委託取引口座に記録されている

清算約定を、金利スワップ取引清算業務システ

ムを用いて指定する方法とする。 

３ 業務方法書第５３条の２の４第４項に規定

する当社の定める方法は、清算参加者が、ＪＳ

ＣＣ提案型コンプレッション成立要件を確認

する日の午前１０時までに当社所定の書面を

当社に提出する方法とする。 

４ 業務方法書第５３条の２の４第４項に規定

する当社の定める条件は、次に定めるとおりと

する。 

（１） ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの申

込みに係る清算約定及びＪＳＣＣ提案型コ

ンプレッションにより新たに成立する清算

約定が、固定金利と変動金利を交換する想定

元本の金額が一定の円貨建清算約定である

こと 

（２） ＪＳＣＣ提案型コンプレッション成立

要件の確認を行う日からその翌当社営業日

までの日が、ＪＳＣＣ提案型コンプレッショ

ンの申込みに係る清算約定及びＪＳＣＣ提

案型コンプレッションにより新たに成立す

る清算約定の金利支払日にあたらないこと。 

（３） ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの申

込みに係る清算約定及びＪＳＣＣ提案型コ

ンプレッションにより新たに成立する清算

約定のアップフロントフィーの決済日が、Ｊ

ＳＣＣ提案型コンプレッションの利用に係

る意思表示の期限日以前であること。 

（４） ＪＳＣＣ提案型コンプレッションの申
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込みに係る清算約定が、当社がその都度指定

するときまでに債務負担されたものである

こと 

（５） ＪＳＣＣ提案型コンプレッションによ

り新たに成立する清算約定が第９条に規定

する適格金利スワップ取引の要件（同条第１

項第３号に掲げるものを除く。）を満たすこ

と。 

５ 当社は、業務方法書第５３条の２の４第４項

の規定によるＪＳＣＣ提案型コンプレッショ

ン成立要件の確認を、当社が通知により定める

日の午後４時以降速やかに行うものとする。 

６ 業務方法書第５３条の２の４第８項に規定

する解約手数料は、ＪＳＣＣ提案型コンプレッ

ションが成立した翌々当社営業日に当社とＪ

ＳＣＣ提案型コンプレッションにより終了し

た清算約定の当事者である清算参加者との間

で授受するものとする。 

７ 当社は、業務方法書第５３条の２の４第４項

に規定するＪＳＣＣ提案型コンプレッション

成立要件の充足の確認を行った時点で、ＪＳＣ

Ｃ提案型コンプレッションの申込みがなされ

た清算約定について、同第５３条第１項の規定

による取引毎コンプレッションの申込み又は

同第５３条の２第１項によるクーポン・ブレン

ディングの申込みが行われていた場合、ＪＳＣ

Ｃ提案型コンプレッションに係る申込みを優

先する。 

８ 当社は、業務方法書第５３条の２の４第４項

に規定する承諾が同条第２項に規定するＪＳ

ＣＣ提案型コンプレッションの申込みを行っ

たすべての清算参加者から行われない場合又

は金利スワップ取引清算業務システムその他

の金利スワップ取引清算業務を行うために必

要な当社若しくは当社以外の機関が設置する

システムの稼働に支障が生じた場合その他の

やむを得ない事由により必要があると認める

場合には、ＪＳＣＣ提案型コンプレッション成

立要件の確認を行わないこととし又はＪＳＣ
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Ｃ提案型コンプレッション成立要件の確認を

行う時間を変更することができる。この場合に

おいて、当社は、当該確認を行わないこと又は

当該確認を行う時間を変更すること及びその

変更後の時間を、遅滞なく清算参加者に通知す

るものとする。 

 

（変動証拠金所要額） 

第３８条 業務方法書第７８条第１項に規定す

る当社が定める変動証拠金所要額の算出方法

及び同条第２項に規定する当社が定める清算

約定（担保型）の清算約定（委託分）の変動証

拠金所要額の算出方法は、次の各号に掲げる通

貨の清算約定（担保型）ごとに、当該各号に定

める方法とする。 

（１） 円貨建清算約定 

算出日の前当社営業日の午後３時２分に

おける清算イールド・カーブに基づいて当該

当社営業日の午後４時の時点（業務方法書第

５１条の２第２項の規定に従い当社が資金

決済化要件の充足の確認を行ったときは、当

該確認を行った時点、業務方法書第５３条第

２項の規定に従い当社が取引毎コンプレッ

ション要件の充足の確認を行ったときは、当

該確認を行った時点、業務方法書第５３条の

２第２項の規定に従い当社がクーポン・ブレ

ンディング要件の充足の確認を行ったとき

は、当該確認を行った時点、業務方法書第５

３条の２の３第２項の規定に従い当社が参

加者提案型コンプレッション成立要件の充

足の確認を行ったときは、当該確認を行った

時点、業務方法書第５３条の２の４第４項の

規定に従い当社がＪＳＣＣ提案型コンプレ

ッション成立要件の充足の確認を行ったと

きは、当該確認を行った時点、業務方法書第

５３条の４第１項、同第５８条の３第１項、

同第５８条の５第１項又は同第５８条の７

第１項の規定に従い当社が清算参加者から

の承継又は移管の申込みを承諾したときは、

 

 

 

 

 

 

 

（変動証拠金所要額） 

第３８条 業務方法書第７８条第１項に規定す

る当社が定める変動証拠金所要額の算出方法

及び同条第２項に規定する当社が定める清算

約定（担保型）の清算約定（委託分）の変動証

拠金所要額の算出方法は、次の各号に掲げる通

貨の清算約定（担保型）ごとに、当該各号に定

める方法とする。 

（１） 円貨建清算約定 

算出日の前当社営業日の午後３時２分に

おける清算イールド・カーブに基づいて当該

当社営業日の午後４時の時点（業務方法書第

５１条の２第２項の規定に従い当社が資金

決済化要件の充足の確認を行ったときは、当

該確認を行った時点、業務方法書第５３条第

２項の規定に従い当社が取引毎コンプレッ

ション要件の充足の確認を行ったときは、当

該確認を行った時点、業務方法書第５３条の

２第２項の規定に従い当社がクーポン・ブレ

ンディング要件の充足の確認を行ったとき

は、当該確認を行った時点、業務方法書第５

３条の２の３第２項の規定に従い当社が参

加者提案型コンプレッション成立要件の充

足の確認を行ったときは、当該確認を行った

時点、業務方法書第５３条の４第１項、同第

５８条の３第１項、同第５８条の５第１項又

は同第５８条の７第１項の規定に従い当社

が清算参加者からの承継又は移管の申込み

を承諾したときは、当該承諾の時点をいう。

以下本号及び次条において同じ。）における

清算約定（担保型）の円貨建清算約定につい

て算出した正味現在価値と、算出日の午後３
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当該承諾の時点をいう。以下本号及び次条に

おいて同じ。）における清算約定（担保型）

の円貨建清算約定について算出した正味現

在価値と、算出日の午後３時２分における清

算イールド・カーブに基づいて当該算出日の

午後４時の時点における清算約定（担保型）

の円貨建清算約定について算出した正味現

在価値の差額に相当する額を求める方法 

（２）～（４） （略） 

２～３ （略） 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年９月２５日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、平成３０年９月２５日以後

の当社が定める日から施行する。 

 

別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 

 

１ 当初証拠金所要額 

（１）清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額（次号に規定する場合以外の場合） 

ａ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額は、自己取引口座の算出日の午後４時時点

（業務方法書第５３条第２項の規定に従い

当社が取引毎コンプレッション要件の充足

の確認を行ったときは、当該確認を行った時

点、業務方法書第５３条の２第２項の規定に

従い当社がクーポン・ブレンディング要件の

充足の確認を行ったときは、当該確認を行っ

た時点、業務方法書第５３条の２の３第２項

の規定に従い当社が参加者提案型コンプレ

ッション成立要件の充足の確認を行ったと

きは、当該確認を行った時点、業務方法書第

時２分における清算イールド・カーブに基づ

いて当該算出日の午後４時の時点における

清算約定（担保型）の円貨建清算約定につい

て算出した正味現在価値の差額に相当する

額を求める方法 

 

 

 

（２）～（４） （略） 

２～３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 

 

１ 当初証拠金所要額 

（１）清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額（次号に規定する場合以外の場合） 

ａ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額は、自己取引口座の算出日の午後４時時点

（業務方法書第５３条第２項の規定に従い

当社が取引毎コンプレッション要件の充足

の確認を行ったときは、当該確認を行った時

点、業務方法書第５３条の２第２項の規定に

従い当社がクーポン・ブレンディング要件の

充足の確認を行ったときは、当該確認を行っ

た時点、業務方法書第５３条の２の３第２項

の規定に従い当社が参加者提案型コンプレ

ッション成立要件の充足の確認を行ったと

きは、当該確認を行った時点、業務方法書第
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５３条の２の４第４項の規定に従い当社が

ＪＳＣＣ提案型コンプレッション成立要件

の充足の確認を行ったときは、当該確認を行

った時点、業務方法書第５３条の４第１項、

同第５８条の３第１項、同第５８条の５第１

項又は同第５８条の７第１項の規定に従い

当社が承継又は移管の申込みを承諾したと

きは、当該承諾の時点をいう。以下別表２に

おいて同じ。）における円貨建清算約定、豪

ドル建清算約定、米ドル建清算約定又はユー

ロ建清算約定ごとの同日午後３時２分時点

（ユーロ建清算約定にあっては、午前１１時

２分時点）の清算イールド・カーブに基づき

算出した正味現在価値及び当該算出日の午

後６時３０分までに当該自己取引口座に係

る清算参加者が当該自己取引口座に関して

クロスマージンの承諾を行った国債証券先

物取引の建玉の同日の清算値段に基づき算

出した現在価値（以下「先物清算値段価値」

という。）について、次の（ａ）及び（ｂ）

に規定する変動額のうち、当該変動額の合計

額が負の数となるものについてその絶対値

が大きい順に上位１２位までの値の平均値

として算出される額をいう。ただし、当社が

市場環境の急激な変化が生じた場合その他

当社の金利スワップ取引清算業務の適切な

遂行を確保する観点から必要と認める場合

には、当該額を臨時に変更することができ

る。 

（ａ）・（ｂ） （略） 

ｂ～ｈ （略） 

（１）の２～（４） （略） 

２・３ （略） 

 

 

様式第３号 清算受託契約の様式 

金利スワップ清算受託契約書 

（ＪＳＣＣ提案型コンプレッションを利用する

場合の適用規定の変更） 

５３条の４第１項、同第５８条の３第１項、

同第５８条の５第１項又は同第５８条の７

第１項の規定に従い当社が承継又は移管の

申込みを承諾したときは、当該承諾の時点を

いう。以下別表２において同じ。）における

円貨建清算約定、豪ドル建清算約定、米ドル

建清算約定又はユーロ建清算約定ごとの同

日午後３時２分時点（ユーロ建清算約定にあ

っては、午前１１時２分時点）の清算イール

ド・カーブに基づき算出した正味現在価値及

び当該算出日の午後６時３０分までに当該

自己取引口座に係る清算参加者が当該自己

取引口座に関してクロスマージンの承諾を

行った国債証券先物取引の建玉の同日の清

算値段に基づき算出した現在価値（以下「先

物清算値段価値」という。）について、次の

（ａ）及び（ｂ）に規定する変動額のうち、

当該変動額の合計額が負の数となるものに

ついてその絶対値が大きい順に上位１２位

までの値の平均値として算出される額をい

う。ただし、当社が市場環境の急激な変化が

生じた場合その他当社の金利スワップ取引

清算業務の適切な遂行を確保する観点から

必要と認める場合には、当該額を臨時に変更

することができる。 

 

 

 

 

（ａ）・（ｂ） （略） 

ｂ～ｈ （略） 

（１）の２～（４） （略） 

２・３ （略） 

 

 

様式第３号 清算受託契約の様式 

金利スワップ清算受託契約書 
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第５７条 乙がＪＳＣＣ提案型コンプレッショ

ンを利用する場合、第２６条の７の次に以下の

一条を加えて適用する。 

（委託清算約定に関するＪＳＣＣ提案型コ

ンプレッションの申込み） 

第２６条の８ 乙は、委託清算約定に関するＪ

ＳＣＣ提案型コンプレッションの利用に係

る意思表示の指図、ＪＳＣＣ提案型コンプレ

ッションを行う委託清算約定の申込みの指

図、当該申込みの撤回の指図又はＪＳＣＣ提

案型コンプレッションに係る承諾の指図を

行おうとする場合には、甲乙間で合意する日

時までに、甲乙間で合意する方法により、そ

の旨を甲に通知するものとする。 

２ 甲は、前項の通知を受領した場合には、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリ

ング機構に対して当該通知に係るＪＳＣＣ

提案型コンプレッションの利用に係る意思

表示、ＪＳＣＣ提案型コンプレッションを行

う委託清算約定の申込み、当該申込みの撤回

又はＪＳＣＣ提案型コンプレッションに係

る承諾を行うものとする。 

２ 前項の場合には、第２８条及び第２８条の２

の規定は、次のとおり改めて適用する。 

（取引毎コンプレッション等による本清算

委託取引の終了） 

第２８条 取引毎コンプレッション、クーポ

ン・ブレンディング、一括コンプレッション、

参加者提案型コンプレッション又はＪＳＣ

Ｃ提案型コンプレッションにより委託清算

約定が終了した場合には、当該委託清算約定

に係る本清算委託取引も当然に終了すると

ともに、当該本清算委託取引に基づく債権債

務（業務方法書等の定めるところによりクリ

アリング機構が取引毎コンプレッション要

件、クーポン・ブレンディング要件、一括コ

ンプレッション成立要件、参加者提案型コン

プレッション成立要件又はＪＳＣＣ提案型

コンプレッション成立要件の充足を確認す

（新設） 
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ることができたときに既に発生している当

該本清算委託取引（外貨建委託清算約定に関

するものに限る。）に基づく預託又は支払い

が完了していない変動証拠金等に関する債

権債務を除く。）は、業務方法書等の定める

ところにより将来に向かって消滅するもの

とする。この場合において、当該本清算委託

取引に関し、甲乙間に未決済の金銭がある場

合には、甲及び乙は、速やかに当該金銭の授

受を行うものとする。 

 

（取引毎コンプレッション等による本清算

委託取引の成立） 

第２８条の２ 取引毎コンプレッション、ク

ーポン・ブレンディング、一括コンプレッ

ション、参加者提案型コンプレッション又

はＪＳＣＣ提案型コンプレッションによ

り甲とクリアリング機構の間に新たな委

託清算約定が成立した場合には、甲乙間に

おいて当該委託清算約定に係る本清算委

託取引が同時に成立するものとする。 

 

（注８） 甲及び乙は、乙がＪＳＣＣ提案型コ

ンプレッションを利用しない場合には、本契

約から第５７条を削除することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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金利スワップ取引清算業務に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（円貨建清算約定に係る清算手数料） 

第４条 （略） 

２～４ （略） 

５ 前各項の規定は、業務方法書第５３条に規定

する取引毎コンプレッション、同第５３条の２

に規定するクーポン・ブレンディング、同第５

３条の２の２に規定する一括コンプレッショ

ン、同第５３条の２の３に規定する参加者提案

型コンプレッション又は同第５３条の２の４

に規定するＪＳＣＣ提案型コンプレッション

により清算約定が成立する場合の円貨建清算

約定に係る清算手数料について準用する。 

 

（コンプレッション手数料） 

第５条 コンプレッション手数料は、次の各号に

掲げるコンプレッションの区分に応じ、当該各

号に定めるところにより自己取引口座及び委

託取引口座ごとに算出した金額の総額とする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 業務方法書第５３条の２の４に規定す

るＪＳＣＣ提案型コンプレッション 

ＪＳＣＣ提案型コンプレッションにより終

了した清算約定の件数からＪＳＣＣ提案型

コンプレッションにより新たに成立した清

算約定の件数を減じた件数（以下「ＪＳＣＣ

提案型コンプレッション手数料対象件数」と

いう。）について、ＪＳＣＣ提案型コンプレ

ッションが成立した月の属する計算年度に

おける当該時点の累計のＪＳＣＣ提案型コ

ンプレッション手数料対象件数に応じ、ＪＳ

ＣＣ提案型コンプレッション手数料対象件

数１件あたり次に掲げる金額 

ａ 当該計算年度のＪＳＣＣ提案型コンプ

レッション手数料対象件数の累計が２，５

００件までの部分 １件あたり６，０００

円 

（円貨建清算約定に係る清算手数料） 

第４条 （略） 

２～４ （略） 

５ 前各項の規定は、業務方法書第５３条に規定

する取引毎コンプレッション、同第５３条の２

に規定するクーポン・ブレンディング、同第５

３条の２の２に規定する一括コンプレッショ

ン又は同第５３条の２の３に規定する参加者

提案型コンプレッションにより清算約定が成

立する場合の円貨建清算約定に係る清算手数

料について準用する。 

 

 

（コンプレッション手数料） 

第５条 コンプレッション手数料は、次の各号に

掲げるコンプレッションの区分に応じ、当該各

号に定めるところにより自己取引口座及び委

託取引口座ごとに算出した金額の総額とする。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 
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ｂ 当該計算年度のＪＳＣＣ提案型コンプ

レッション手数料対象件数の累計が２，５

００件を超え、５，０００件までの部分 

１件あたり３，６００円 

ｃ 当該計算年度のＪＳＣＣ提案型コンプ

レッション手数料対象件数の累計が５，０

００件を超える部分 １件あたり１，２０

０円 

２・３ （略） 

 

（クライアント・クリアリング手数料） 

第５条の２ （略） 

２～５ （略） 

６ 前各項の規定は、業務方法書第５３条に規定

する取引毎コンプレッション、同第５３条の２

に規定するクーポン・ブレンディング、同第５

３条の２の２に規定する一括コンプレッショ

ン、同第５３条の２の３に規定する参加者提案

型コンプレッション又は同第５３条の２の４

に規定するＪＳＣＣ提案型コンプレッション

により清算約定が成立する場合のクライアン

ト・クリアリング手数料について準用する。 

 

（クライアント・クリアリング手数料に係る特

則） 

第５条の２の２ （略） 

２～７ （略） 

８ 前各項の規定は、業務方法書第５３条に規定

する取引毎コンプレッション、同第５３条の２

に規定するクーポン・ブレンディング、同第５

３条の２の２に規定する一括コンプレッショ

ン、同第５３条の２の３に規定する参加者提案

型コンプレッション又は同第５３条の２の４

に規定するＪＳＣＣ提案型コンプレッション

により、クライアント・クリアリングに係る清

算約定が成立し届出委託取引口座に記録され

る場合の当該清算約定に関するクライアン

ト・クリアリング手数料について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

 

（クライアント・クリアリング手数料） 

第５条の２ （略） 

２～５ （略） 

６ 前各項の規定は、業務方法書第５３条に規定

する取引毎コンプレッション、同第５３条の２

に規定するクーポン・ブレンディング、同第５

３条の２の２に規定する一括コンプレッショ

ン又は同第５３条の２の３に規定する参加者

提案型コンプレッションにより清算約定が成

立する場合のクライアント・クリアリング手数

料について準用する。 

 

 

（クライアント・クリアリング手数料に係る特

則） 

第５条の２の２ （略） 

２～７ （略） 

８ 前各項の規定は、業務方法書第５３条に規定

する取引毎コンプレッション、同第５３条の２

に規定するクーポン・ブレンディング、同第５

３条の２の２に規定する一括コンプレッショ

ン又は同第５３条の２の３に規定する参加者

提案型コンプレッションにより、クライアン

ト・クリアリングに係る清算約定が成立し届出

委託取引口座に記録される場合の当該清算約

定に関するクライアント・クリアリング手数料

について準用する。 
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（ＬＩＢＯＲライセンス手数料） 

第５条の７ 各月のＬＩＢＯＲライセンス手数料

は、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、変

動金利としてＪＰＹ－ＬＩＢＯＲ－ＢＢＡ又

はＵＳＤ－ＬＩＢＯＲ－ＢＢＡを対象とする

清算約定について、当社が公示により定める債

務負担の申込みの日における終了日までの期

間に応じて、当該各月に成立した清算約定（業

務方法書第５３条に規定する取引毎コンプレ

ッション、同第５３条の２に規定するクーポ

ン・ブレンディング、同第５３条の２の２に規

定する一括コンプレッション、同第５３条の２

の３に規定する参加者提案型コンプレッショ

ン又は同５３条の２の４に規定するＪＳＣＣ

提案型コンプレッションにより成立した清算

約定を除く。）の想定元本の通貨ごとの合計額

（外貨建清算約定に係る合計額にあっては、当

社が公示により定める為替相場の気配値を用

いて日本円に換算した額の合計額とする。）に、

当社が公示により定める値を乗じた金額を１，

０００，０００で除した額の総額とする。 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年９月２５日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、平成３０年９月２５日以後

の当社が定める日から施行する。 

 

（ＬＩＢＯＲライセンス手数料） 

第５条の７ 各月のＬＩＢＯＲライセンス手数料

は、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、変

動金利としてＪＰＹ－ＬＩＢＯＲ－ＢＢＡ又

はＵＳＤ－ＬＩＢＯＲ－ＢＢＡを対象とする

清算約定について、当社が公示により定める債

務負担の申込みの日における終了日までの期

間に応じて、当該各月に成立した清算約定（業

務方法書第５３条に規定する取引毎コンプレ

ッション、同第５３条の２に規定するクーポ

ン・ブレンディング、同第５３条の２の２に規

定する一括コンプレッション又は同第５３条

の２の３に規定する参加者提案型コンプレッ

ションにより成立した清算約定を除く。）の想

定元本の通貨ごとの合計額（外貨建清算約定に

係る合計額にあっては、当社が公示により定め

る為替相場の気配値を用いて日本円に換算し

た額の合計額とする。）に、当社が公示により

定める値を乗じた金額を１，０００，０００で

除した額の総額とする。 
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金利スワップ清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

新 旧  

（金利スワップ清算基金所要額） （金利スワップ清算基金所要額） 

第２条 各清算参加者に係る金利スワップ清

算基金所要額は、毎営業日、別表「金利ス

ワップ清算基金所要額の算出に関する表」

により算出する額とする。ただし、当社は、

当該清算参加者が合併する場合その他必要

と認める場合に限り、金利スワップ清算基

金所要額を臨時に変更することができる。 

第２条 各清算参加者に係る金利スワップ清

算基金所要額は、別表「金利スワップ清算

基金所要額の算出に関する表」により算出

する額とする。ただし、当社は、当該清算

参加者が合併する場合その他必要と認め

る場合に限り、金利スワップ清算基金所要

額を臨時に変更することができる。 

２ （略） ２ （略） 

付  則  

１  この改正規定は、平成３０年９月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼働に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、平成３

０年９月２５日以後の当社が定める日から

施行する。 

 

  

別表 金利スワップ清算基金所要額の算出に関す

る表 

別表 金利スワップ清算基金所要額の算出に関す

る表 

１ 各清算参加者に係る金利スワップ清算基

金所要額は、金利スワップ清算基金算出日

（金利スワップ清算基金所要額の算出を行

う日をいう。以下同じ。）におけるストレ

ス時想定損失負担額と１億円のうちいずれ

か大きい額とする。 

１ 各清算参加者に係る金利スワップ清算基

金所要額は、金利スワップ清算基金算出日

（毎週最終当社営業日の前当社営業日（当

社が通知により別に定める場合を除く。）

をいう。以下同じ。）におけるストレス時

想定損失負担額と１億円のうちいずれか

大きい額とし、当該額を当該金利スワップ

清算基金算出日からその直後の金利スワ

ップ清算基金算出日の前日まで適用する。 

２ （略） ２ （略） 

 


